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刊行にあたって 

交通調査はどのように行えばよいのか、どのような機器を揃える必要があるのか、とりまとめはどのようにすれば
良いのかなど困ったことはありませんか？交通工学研究会では、こうした場面で活用できる手引書として平成 20 年
に「交通調査実務の手引」を出版し、これまで実務において広く活用されてきました。 

出版より 10 年ほどが経過し、各種技術指針等の見直しに伴う必要データの変化、IT 技術の急速な進歩に伴う
交通調査手法の進化、安全管理と個人情報管理に対する危機意識の高まりなど、交通調査現場を取り巻く環境も
大きく変化していることから、このたび以下の視点から追加・修正を行い、改訂版を出版する運びとなりました。 

本書が、交通計画に携わる技術者のみならず、官公庁の方々、交通工学を学んでいる学生の方々などに幅広く
活用していただけることを願っております。 

 

改訂のポイント 

 「第 10 章 調査実施にあたっての留意事項」を新たに追加し、実際に調査で発生したトラブルの事例や、

それを未然に防ぐための対処方法について記述を充実。 

 参考資料には、可搬型計測装置やドローン等、最新の機器を用いた調査手法の紹介を追加。 

 上記のほか、本書全般について近年の動向をふまえて追加・修正を実施。 
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まえがき

　道路交通の重要さは言うまでもありません。わが国において道路交通が本格的にスター
トしてから既に50年以上になります。この間の自動車や道路の技術的進歩も大変なもので
す。安全、円滑かつ快適な道路交通は常に国民の重要な関心事でもあります。
　この分野における専門家は日夜この問題に様々な角度から取り組んできました。よりよ
い道路・交通計画、交通管理、運用計画を企画・立案するために、常に求められるのは道
路・交通状況や自動車交通の特性の把握です。これらを正しく理解するには、自ら交通調
査を行ってみることが効果的で、かつ基本的な姿勢であると信じております。
　渋滞現象ひとつとっても、調査データを机上でみるのと、現場で自らみたその現象とデ
ータを対比させてみるのとでは、そのデータから得られる情報の読み方に大きな違いが出
ることが多々あります。また、そのような現場で実際にしっかりした調査経験を持つ技術
者は、自らが直接実査を行っていない場合でも、データの読み方が正確であることは誰し
もが認めるところです。
　しかし、昨今、この分野の技術者は以前に比べ現場で自ら調査に係わることが急減し、
他人が調査したデータを整理、解析することに専念していることが珍しくないということ
を目にし、また耳にすることが増えてきました。また、実査調査担当者においても、専門
分野の知識が不足したまま安易に調査を担当し、調査結果に疑問や不安を感じることも少
なくありません。このような風潮はこの分野に限らず世間一般のものとも言えるのでしょ
うが、こと交通計画や交通工学の分野について言えば大変憂慮すべきことです。
　道路交通現象は人、車、道そして沿道環境（地域）が相互に影響し合いながら形成され
ているもので、実に様々な様相をしているものです。それは、教科書で学べば理解できる
というものではなく、実際に交通現象をみてそれらの関連を把握、理解して初めて実感で
き、適切な手だてを講じることができるものです。交通調査を現場で実際に行い、その整
理、解析などを経て、交通現象に対する“勘”を身につけることは交通関係技術者にとっ
て不可欠のことと思っています。
　わが国において、道路交通の急速な発展期には「交通調査」には大きな関心が寄せられ
ていましたが、最近は前述のような状況が一般化していると感じ、それを危惧し学生や周
辺の技術者に対して、その重要性を、特に現場の大切さ常に強調してきたものです。しか
し、今日、その勉強のための参考書、マニュアルを探すとなると、適当なものがなかった
のも確かです。現場では今も実査が頻繁に行われているにも係わらず、適当な参考書がな
いことが気になっていたところです。ことに、近年のコンピュータやVTRなどの利用環
境が、急激に変化している状況に対応した交通実査の参考書などは皆無です。このため、
このような環境変化を踏まえた参考書の必要性を強く感じていたところです。



　このような時、今般、現場の交通調査に豊富な経験を持つ交通技術者が交通調査につい
て丁寧かつ簡潔な手引書を作成する計画を聞き、時機を得た企画と感じ、私共が以前取り
まとめた参考書（「交通調査マニュアル」鹿島出版　昭和51年）以降の技術進歩に加え、
既存のマニュアル類で利用できるものは積極的に利用すること等を助言した次第です。ま
た、あわせて、調査を順調に進めるために現場で必要な対応など現場技術者でなければ具
体に述べることのできないような、いわば泥臭い事項も述べることなどを希望したところ
です。
　本書は、道路交通の計画、運用、設計に携わる実務者や交通調査を勉強される方々を念
頭に取りまとめられたものです。この分野においても、最近ではIT技術の進展により新
しい技術が幾つも実用化されつつあり、それらは今後、交通調査を大きく変化させると予
想され、期待しているところです。本書では、この新技術についてよりも、現在、現場で
多く用いられている手法に紙幅を多く割いています。いずれ、それら新技術が普及した場
合でも、本書で主に述べた手法は交通調査の対象を自ら生のまま捉えることを基本とした

「手引」であり、それは“勘”を磨くことになります。執筆者らはその重要さを知ってい
るからです。
　本書が、道路交通の計画、設計、運用に携わる民間コンサルタントや調査会社の技術者
だけでなく、それら調査の主な発注者である官民実務者の方々、およびそれを目指す学生
諸兄に交通調査の実務を知って頂く上で有用な「手引」となればと願っております。

平成20年６月

監修者　高　田　邦　道
日本大学 副理事長 常務理事
理工学部 社会交通工学科 教授



改訂にあたって

　交通調査を適切、安全に実施することをサポートすることを目的として、経験豊富なコ
ンサルタント技術者が中心となって、平成20年に「交通調査実務の手引」を出版いたしま
した。
　出版より10年ほどが経過し、交通環境の社会的変化に対応した各種技術指針等の見直し
に伴う必要データの変化、IT技術の急速な進歩に伴う交通調査手法の進化、安全管理と
個人情報管理に対する危機意識の高まりなど、交通調査現場を取り巻く環境も大きく変化
しました。そのため、調査実施にあたっての計画・準備内容、調査項目、計測手法、デー
タ処理方法など技術者として必要な知識、留意すべき事項も変化しています。
　本書「改訂　交通調査実務の手引」については、上記の背景を踏まえ平成28年より改訂
作業に着手し、交通調査現場に関わるコンサルタント会社、調査会社の交通技術者を対象
としたアンケートにより、不明箇所や改訂希望内容、および最新の計測手法などの調査を
行い、本書に反映すべく改訂活動を続け、ここに至り本書発行の運びとなりました。
　特に今回の改訂では、初版の２～９章の改訂に加え、「10章　調査実施にあたっての留
意事項」を新たに付け加えました。この10章は、全国各地で多数の調査実績を有する調査
会社の多大な御協力のもと、実際に交通調査で発生したトラブル事例の紹介と、それを未
然に防ぐための対処方法を整理したものであり、調査現場に携わる技術者に有用な情報を
提供するものです。
　もとより交通調査に係わる知見のすべてを一冊の図書に盛り込むことは不可能なことで
はありますが、今後とも関係諸氏の御意見・御示唆をもとに推敲を重ねて参りたいと思い
ます。
　最後に、御多忙中にも関らず、本書のとりまとめに多大の御協力を頂いた関係者の方々
に厚く御礼を申し上げます。

令和元年10月
交通技術研究小委員会
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第１章■　第１章　交通調査　■

1.1　　本書の目的

　交通量調査や速度調査に代表される交通調査は、道路交通に関するあらゆる計画、施策
策定の場面で必要な基本的な調査である。その場面は様々であるが、道路計画、道路整備
効果、交差点計画、道路交通安全計画、渋滞対策、交通情報計画、交通施設計画、地域・
地区計画、道路環境計画、交通規制・運用など列挙できる。また、最近各地で実施されて
いる「社会実験」では、多様な施策の影響把握のために実験前・後における交通調査は不
可欠のものである。
　交通調査は、その調査自体が目的になることはないが、前述のような計画・施策立案の
基本であり、それら計画・施策実施の評価を行う上で重要な役割を果たす。これらの場面
における具体の交通調査の内容、項目は種々であり、調査結果はそれらの成果の判断に大
きく影響する。適切な調査を実施する上で、調査項目の設定や調査箇所、調査手法の選定
は非常に重要であり、調査工程や調査費用に与える影響も多大である。
　交通調査を代表する交通量調査においては、ビデオカメラ設置、可般型トラフィックカ
ウンターの設置等による機械自動計測が取り入れられつつあるが、依然として人手計測に
よる調査が採用されることが多い。そのような多くの人手を要する交通調査では、調査員
を臨時に雇用することも多く、関係者の安全にも細心の注意を払わなければならない。ま
た、現場では予定外、想定外のことが発生することも度々であり、予想されるトラブルの
対策は調査の成否に大きく関係する。そのような環境の中で調査を当初の計画どおりに実
施し、交通調査の品質を確保し、所定内の調査費用で行うには計画準備段階から細心の配
慮が求められる。
　交通調査を進めるには実務経験が非常に重要であるが、その専門的な技術については重
視されてこなかったという面も否定できない。また、交通調査の多くは、よく知られた一
般的な調査ということで、容易な調査と誤解されがちである。そのため、交通計画、交通
工学の専門知識が不足している専門外の担当者が調査を実施することも珍しいことではな
く、適切な方法で適切な項目を調査することついて吟味が不足してしまいがちである。こ
のようなことは、折角の交通調査がその目的に応えられない原因になる。
　よって、調査を適切かつ効率的に行うには、以下の点に留意する必要がある。
◇調査目的に照らして、適切な交通調査項目・内容が設定されていること
◇過不足のない適切な調査規模で、かつ費用面で無駄がないこと
◇調査準備、実施段階において配慮すべき事項が担当者に明示され、事前準備により事故

などのトラブル発生を減らし、臨機に対応できること
◇集計・解析をイメージして調査結果を現場で適宜チェックし、計測ミスを防ぐこと

　本書は、以上の問題意識のもと、㈳交通工学研究会交通技術研究小委員会「交通調査実




